
2025年7月

公益法人の
区分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応
募者数

該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

備考

独立行政法人国立美術館

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

契約を締結した施設
公共工事の名称、場所、期間

及び種別
契約担当者等の氏名並びにその所属する部

局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

法人番号

随意契約によることとし
た業務方法書又は会計
規定等の根拠規定及び

理由

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

公益法人の場合

様式３－２



2025年7月

公益法人
の区分

国所管、都
道府県所管
の区分

応札・応
募者数

本部事務局
映画、マンガ、アニメ等作品及び中間生成
物等収蔵施設基本設計業務

独立行政法人国立美術館分任契約担当役
東京国立近代美術館長
小松　弥生
東京都千代田区北の丸公園3-1

R7.7.9
株式会社安井建築設計事務所
大阪府大阪市中央区島町２－４－７

5120001091146
国立美術館会計規則
第21条第2項

63,593,200 60,247,000 94.7% 0 公募型プロポーザル

本部事務局

国立・都立美術館による新たな文化財魅
力発信プロモーション事業「ミュージアムラ
リー2025」に係るウェブによる広報展開等
業務委託

独立行政法人国立美術館分任契約担当役
東京国立近代美術館長
小松　弥生
東京都千代田区北の丸公園3-1

R7.7.18
株式会社メトロアドエージェンシー
東京都港区東新橋２－１４－１ NBFコモディオ汐
留９階

1010401067272
国立美術館会計規則
第22条第1項第1号

2,999,700 2,999,700 100.0% 0

国立西洋美術館
西洋絵画作品・額縁２点の保存修復・構
造改修・グレージング挿入業務一式

独立行政法人国立美術館分任契約担当役
国立西洋美術館長
田中　正之
東京都台東区上野公園7-7

R7.7.4 個人 ‐
国立美術館会計規則
第22条第1項第1号

2,439,110 2,439,110 100.0% 0

令和7年6月2日付で
随意契約事前確認公
募を行ったところ、応
募者がいなかったた
め
R8.1.14変更契約（変
更後契約金額
2,274,789円）

国立西洋美術館
西洋絵画額縁13点のグレージング挿入と
それにかかる保存修復・構造改修業務及
び1点の新規額縁作成業務

独立行政法人国立美術館分任契約担当役
国立西洋美術館長
田中　正之
東京都台東区上野公園7-7

R7.7.14
有限会社　並木木工所
埼玉県川口市青木西４丁目26番25号

1030002105710
国立美術館会計規則
第22条第1項第1号

13,708,970 13,708,970 100.0% 0
随意契約事前確認公
募

国立西洋美術館
オノレ・ドーミエ作　版画1704点中850点状
態調査記録業務　一式

独立行政法人国立美術館分任契約担当役
国立西洋美術館長
田中　正之
東京都台東区上野公園7-7

R7.7.28 個人 -
国立美術館会計規則
第22条第1項第1号

2,337,500 2,337,500 100.0% 0
随意契約事前確認公
募

国立国際美術館 田畑あきら子《作品》4点の作品修復

独立行政法人国立美術館分任契約担当役
国立国際美術館長
島　敦彦
大阪府大阪市北区中之島4-2-55

R7.7.15
有限会社修復研究所二十一
東京都豊島区西池袋４丁目８番２０号東急産業
ビル三階

1013302017040
国立美術館会計規則
第22条第1項第1号

2,836,152 2,836,152 100.0% 0
随意契約事前確認公
募

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

備考

独立行政法人国立美術館

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

契約を締結した施設 物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日 契約の相手方の商号又は名称及び住所 法人番号

随意契約によることとした
業務方法書又は会計規

定等の根拠規定及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

公益法人の場合

様式３－４


